第二回全国上場会社内部者取引管理アンケート
【回答用紙】
· 平成２１年２月２日現在の状況について、該当する項目を○で囲んでください。
	上場会社名
	（証券コード：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	上場取引所

（重複上場の場合は全てを○で囲んでください。）
	(1) 東証１部
(4) 大証１部
(7) 名証１部
(10) 福証本則市場
(12) 札証本則市場
(14) ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ市場
	(2) 東証２部　　　　　
(5) 大証２部
(8) 名証２部
(11) 福証Q-Board
(13) 札証アンビシャス

(15) ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸNEO市場
	(3) 東証マザーズ
(6) 大証ヘラクレス

(9) 名証セントレックス

	
	上場年月（重複上場の場合は最初に上場した年月：　　　　　　　年　　　　　月）

	業種区分
	(1) 水産・農林業

(2) 鉱業
(3) 建設業
(4) 食料品
(5) 繊維製品
(6) パルプ・紙
(7) 化学

(8) 医薬品
(9) 石油・石炭製品

(10) ゴム製品
(11) ガラス・土石製品
	(12) 鉄鋼
(13) 非鉄金属

(14) 金属製品

(15) 機械
(16) 電機機器

(17) 輸送用機器
(18) 精密機器
(19) その他製品

(20) 電気・ガス業
(21) 陸運業
(22) 海運業
	(23) 空運業
(24) 倉庫・運輸関連業
(25) 情報・通信業
(26) 卸売業

(27) 小売業
(28) 銀行業

(29) 証券・商品先物取引業
(30) 保険業
(31) その他金融業
(32) 不動産業
(33) サービス業

	従業員数
	(1) 100人未満
(2) 100人以上1,000人未満

(3) 1,000人以上10,000人未満

(4) 10,000人以上

	売上高
	(1) 10億円未満
(2) 10億円以上100億円未満

(3) 100億円以上1000億円未満

(4) 1000億円以上1兆円未満

(5) 1兆円以上

	事業所数
	(1) 50未満

(2) 50以上100未満

(3) 100以上500未満

(4) 500以上1,000未満
(5) 1,000以上

	連絡先
	部署・氏名



	
	電話番号




【回答方法】

御社が取り組んでいる自社の役職員等による内部者取引の防止措置の状況として、当てはまるものを○で囲んでください。当てはまるものがなく、「その他」の選択肢がある場合は、「その他」を○で囲み、具体的な内容を括弧内に記載してください。

Ⅰ．内部者取引管理規程等の整備状況

問１．上場会社役職員等による内部者取引の未然防止の徹底を図るためには、上場会社において重要事実となる情報の管理や役職員等による自社株売買等の取扱いを明確にし、役職員に十分に周知することが重要です。そして、それらの内容を社内ルールとして定めた内部者取引管理規程を設けることも有効な対策の一つと考えられます。このような規程の整備について、御社ではどのような対応をしていますか？
1 内部者取引管理規程を定め、具体的な情報管理、売買管理の手続を決めている
2 内部者取引管理規程を定めているが、情報管理、売買管理の具体的な手続は決めていない
3 内部者取引管理規程に該当するものを特に定めていない

4 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問２．内部者取引規制では、平成12年7月の証券取引法の改正によって子会社の情報が重要事実に追加され、それが重要事実に該当するかについて連結財務数値ベースで軽微基準に該当するか否かを判断する制度になっているため、内部者取引管理規程の整備に当たっては企業グループをベースにした視点が必要と考えられます。この点に関して、現状、御社では当該規程（情報管理、売買管理）の対象範囲をどのように定めていますか？①～⑥のうち最も当てはまると思われる回答を選択ください。
1 一部の子会社との間で、情報管理、売買管理の両方を連携している（重要情報の報告、自社株売買に係る届出等が上場会社（親会社）に集約される）
2 すべての子会社との間で、情報管理、売買管理の両方を連携している（重要情報の報告、自社株売買に係る届出等が上場会社（親会社）に集約される）
3 一部の子会社との間で、情報管理を連携している（自社株売買に係る届出等の集約は子会社独自に行うが、重要情報の報告は行う）
4 すべての子会社との間で、情報管理を連携している（自社株売買に係る届出等の集約は子会社独自に行うが、重要情報の報告は行う）
5 グループでの連携はなく独自に整備している（情報管理、売買管理ともに子会社が独自に行う）
6 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問３．問２で①③及び⑥で「一部の子会社」と回答した場合、具体的な対象範囲をどのように定めているかお答えください。
1 主に、有価証券報告書に「子会社」として名前を記載している会社
2 主に、グループ収益全体に占める比率が高い会社
3 特段、規則性はない

4 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問４．問１で①②又は④で内部者取引管理規程（又はそれに類する規程）があると回答をした場合、内部者取引管理規程を実際に運用するためには、規程の内容が上場会社の事業規模や業務形態に則した内容であることや、関係する法令等の改正内容を正しく反映していることが継続的に求められますが、御社ではどのような機会に規程の検証や見直しを行っていますか？
1 事業の変化や法改正等の都度行っている
2   事業の変化や法改正等の時期とは関係はないが、定期的に行っている
（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　毎に行っている）

3   定期的ではないが適宜行っている
4 制定以来行っていない

Ⅱ．重要事実となる情報に係る社内管理体制

問５．内部者取引を未然に防止するためには、社内でいつどのような重要事実が発生しているのかを適時・適切に把握し、その後の情報管理を行う必要があります。この点に関して、御社ではどのような体制で情報管理を行っているか教えてください。
1 社内で一元的に情報管理する部署（責任者）が行う
（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
2 複数の情報管理部署を置いて行う
　　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

3 現場に近いそれぞれの部署ごとに行う
4 その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問６．情報管理の実際の運用においては、情報管理について責任を持つ部署（責任者）が正しく法令を理解し、発生した情報が重要事実に該当するかを適切に判断できなくてはなりません。この点について、御社では、当該部署（責任者）が内部者取引規制について適切な判断ができるよう何等かの取組みを行っていますか？（例えば、情報管理を担当する部署（責任者）に法律の専門家を配置している、内部者取引規制に係る専門的な研修を受講させている、複数の担当者で確認する、外部の専門家に問い合わせる等。）

問７．発生した情報が重要事実に該当するかを判断する上で、どの時点から重要事実と認識するかが重要なポイントとなります。決定事実については業務執行を決定する機関が○○を行うことについての決定をした場合に重要事実に該当することとなりますが、この点については、平成11年6月10日の最高裁判決（日本織物加工事件）において、「業務執行決定機関」の意義について、『証券取引法で定める「業務執行を決定する機関」は、商法所定の決定権限のある機関には限られず、実質的に会社の意思決定と同視されるような意思決定を行うことのできる機関であれば足りる』とされています。また、重要事実の「決定」の意義について、『「○○」を行うことについての「決定」とは、○○それ自体や○○に向けた作業等を会社の業務として行う旨を決定したことをいい、○○が確実に実行されるとの予測が成り立つことは要せず、××に関する問題が最終決着をみていなかったとしても、○○を行うことについて決定したというに妨げない』と述べられています。御社では、実際の運用において、決定事実についてどのタイミングから重要事実となり得る情報の管理を行っているか教えてください。
1 重要事実となる情報を特定の機関で決定したとき
（具体的に特定の機関とは：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

2 重要事実となり得る可能性・蓋然性が高いと特定の機関が認識したとき

（具体的に特定の機関とは：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

3 将来重要事実となるかもしれない事案について、特定の機関で検討・計画を開始したとき

（具体的に特定の機関とは：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

4 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　）

問８．情報管理を円滑に行うためには、問５で回答した情報管理に責任を持つ部署（責任者）が、当該業務に関連して一定の権限を持っていることが必要になります。この点について、御社ではこれらの責任部署（責任者）にどのような権限を付与しているか教えてください。（複数選択可）
1 重要事実か否かの判断

2 情報の伝達禁止、伝達可能範囲の指定

3 公表の時期・方法等の決定
4 情報伝達ルートの指定

5 文書・書類・データ等の管理方法の指定

6 取材への対応

7 自社株売買に関する疑義・問合せ

8 取引の届出・許可

9 教育・研修

10 内部者取引管理規程の改廃

11 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問９．社内において情報管理の徹底を図るためには、把握した情報の伝達範囲を限定し、情報を伝達する場合にはその手続を明確に定めておくことが肝要です。また、何等かの問題が発生した場合に、事後的に情報の流れを検証し、必要に応じて取引所や当局に報告できる仕組みを設けておくことも情報管理を行う上で重要なポイントとなります。このような情報管理の方策として、現在、御社が行っている取組みにはどのようなものがあるか教えてください。（複数選択可）
1 情報に重要度区分を付けて重要度に応じた管理をしている

2 情報の伝達可能な範囲を規程上明示している
3 情報伝達時に情報管理の責任者（上司等）に報告する

4 事後検証が可能なように重要な情報は文書にして伝達している

5 文書の作成、配布、保管、検索、廃棄等について社内ルールを設けている

6 情報隔壁（チャイニーズウォール）を設けて情報の流出を制限している

7 伝達情報に重要事実が含まれていることを相手に伝えている
8 役職員等に対して情報の不用意な流出に繋がる行為を行わぬよう注意を呼びかけている
9 役職員等に対して情報の取扱いに係る守秘義務規定を設けている

10 情報を管理システムに登録して一元管理している

11 内部監査を利用して制度の事後検証を行っている

12 特定のプロジェクトについて、検討開始時点（重要事実になる前）から管理している

13 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問１０．役職員以外にも、代理人（弁護士、会計士等）、派遣社員、アルバイト、出入業者、外部委託先など会社と契約関係にある者や、退職後１年以内の元役職員についても内部者取引規制の対象となります。このため、それらの者についても、社内の重要事実の漏洩・伝達禁止などの対策を講じておくことが考えられますが、御社では、このような役職員以外の会社と一定の契約関係にある会社関係者についてどのような管理をしていますか？（複数選択可）
1 役職員と同様に内部者取引管理規程の対象としている

2 特定の者のみ管理の対象としている

3 守秘義務契約を締結している

4 内部者取引規制の対象となる旨周知し、情報の取扱いについて注意を促している

5 外部委託先に再委託を禁止している

6 外部委託先が再委託する場合にも守秘義務契約を締結させている

7 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問１１．会社の取引先との間で、業務上、相手の重要事実を知った場合や、逆に自社の重要事実を伝えた場合は、それぞれ内部者取引規制上の会社関係者となり規制の対象となるため、それらの情報の取扱いについて一定の対策を講じることが考えられます。この点について、御社ではどのような取組みをしていますか？（複数選択可）
1 取引先と守秘義務契約を締結している
2 自社において取引先の株売買を禁止又は自粛する

3 自社において、取引先と関係の深い部署（担当者）のみ、当該取引先の株売買を禁止又は自粛する

4 取引先に伝えた情報が重要事実であることを示し、情報の取扱いに注意を促す

5 取引先に自社の株売買を禁止又は自粛させる

6 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問１２．内部者取引規制上の重要事実のうち、Ｍ＆Ａや業務提携など経営がトップダウンで決定する案件は、検討の初期段階において情報管理担当部署（責任者）に情報が知らされにくいケースが想定されます。このような一部の役員が中心となって検討するトップダウンの案件情報を会社として円滑に管理するために、御社ではどのような取組みをしていますか？

問１３．その他、情報管理について、特に取り組んでいることがあれば記載してください。

Ⅲ．役職員の自社株売買に係る管理手続
問１４．役職員等による内部者取引を防止するためには、上場会社において、自社の役職員による自社株売買について、一定の管理手続を設けておくことが有効な方策の一つと考えられます。多くみられるケースとしては、上場会社が役職員等の自社株売買を事前に申請させ、内部者取引に該当しないことを確認した上で売買を「許可」する方式や、自社株売買についての判断は役職員に委ねるものの、予定する売買の内容を「事前届出」させる又は「事後届出」させる方式等があります。この点について、御社ではどのような方策を採用しているか教えてください（ただし、事前届出制と呼ばれる制度であっても、上場会社が売買の可否を判断する制度である場合は、実質的に①の許可制と考えられます）。以下の役職等の別に①～⑥の管理方法を選択してください。
1 上場会社が事前に許可した場合に限り自社の役職員等による自社株式等の売買を認める「許可型」

2 自社株式等の売買についての最終的な判断は役職員等に委ねるものの、事前に予定する売買の内容を届出させる「事前届出型」
3 上場会社が役職員等による自社株式の売買動向の把握のみを目的として売買の実行後にその状況を役職員に把握させる「事後届出型」

4 役職員等の自社株等の売買を一切認めない「禁止型」

5 上場会社自身は役職員等の自社株売買に一切関知しない

6 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	役職等の別
	管理方法（①～⑥）

	（ア）役員
	

	（イ）社員
	

	（ウ）特定部署・プロジェクト・役職の役職員
	

	（エ）代理人（弁護士、会計士）
	

	（オ）派遣社員、パート・アルバイト
	

	（カ）退職後１年以内の者
	

	（キ）配偶者・同居家族
	


問１５．上場会社の事業内容によっては、他社の経営に関して重要な情報を容易に得る立場になることが想定されますが、そのような場合にも、自社の役職員等に対して、他社株の売買の取扱いを一定程度定めておくことが考えられます。この点について、御社ではどのような仕組みを採用しているか教えてください。前問同様、役職等の別ごとに①～⑥の管理方法でお答えください。
	役職等の別
	管理方法（①～⑥）

	（ア）役員
	

	（イ）社員
	

	（ウ）特定部署・プロジェクト・役職の役職員
	

	（エ）代理人（弁護士、会計士）
	

	（オ）派遣社員、パート・アルバイト
	

	（カ）退職後１年以内の者
	

	（キ）配偶者・同居家族
	


問１６．自社株売買に係る規制がある場合、社内のリスク管理の観点と過剰な運用を防ぐ取組みのバランスが重要と考えられますが、御社では、決算期末など特定の時期に規制・管理レベルを引き上げる又は緩和する等、特定の時期に焦点を当てた対策を講じていますか？役職等の別ごとに①～⑦の規制・管理方法でお答えください。（複数選択可）
1 一定期間、役職員等の自社株売買等を禁止する

2 一定期間、役職員等の自社株売買等を自粛させる

3 一定期間、役職員等に対する注意喚起の頻度を増やす
4 一定期間のみ役職員等の自社株売買等を認める

5 その他一定期間規制・管理レベルを引き上げる（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

6 その他一定期間他規制・管理レベルを緩和する（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

7 特に行っていない

	役職等の別
	管理方法（①～⑤）

	（ア）役員
	

	（イ）社員
	

	（ウ）特定部署・プロジェクト・役職の役職員
	

	（エ）代理人（弁護士、会計士）
	

	（オ）派遣社員、パート・アルバイト
	

	（カ）退職後１年以内の者
	

	（キ）配偶者・同居家族
	


問１７．問１６でいずれかの役職員等に関して①～⑥一定期間の規制・管理レベルを引き上げる又は緩和すると回答した場合、その運用を実施する時期はいつですか？

1 本決算期末に焦点を当てた規制を設けている
2 本決算期末のほか中間決算期末にも規制を設けている
3 本決算・中間決算期末以外に四半期決算期末にも規制を設けている
4 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問１８．問１６で④自社株売買等を一定期間のみ認める、又は⑥で類似の制度を採用していると回答した場合、その期間はどれくらいの長さですか？

1 決算発表等の情報公表日から１週間程度
2 決算発表等の情報公表日から２週間程度
3 決算発表等の情報公表日から１か月程度

4 決算発表等の情報公表日から次の決算期末まで（３か月程度）
5 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問１９．自社株売買等に関する社内ルールがある場合、その実効性を継続的に高めていくことが望まれますが、この点について、御社ではどのような取組みをしていますか？（複数選択可）
1 役職員に対して自社株売買等に関する社内ルールの周知を徹底している
2 株主名簿と比較して実際の売買状況を確認する

3 売買明細の提出を求める

4 内部監査を利用して社内ルールの遵守状況をチェックする

5 持株会を利用した買付を推奨している

6 保守的な運用を心がける

⑦　売買管理の対象者・期間などを広げ過ぎないようにする
⑧　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問２０．その他、役職員による自社株・他社株売買（現物、信用取引など）の管理について、特に取り組んでいることがあれば記載してください。

Ⅳ．役職員への啓発活動

問２１．役職員による内部者取引を防止するためには、情報管理や売買管理に関して社内規程を策定したうえで、策定した規程の内容や内部者取引規制の趣旨などを役職員に正しく理解してもらうことが重要です。このような役職員への啓発活動として、御社が行っているものにはどのようなものがありますか？（複数選択可）
1 社内掲示板に規程等を掲載していつでも閲覧できるようにしている
2 メール、社内刊行物等で定期的に周知している

3 社内の担当部署（責任者）が講師となって研修を行っている

4 外部の専門家を招聘して社内研修を行っている
5 eラーニングを用いて研修を行っている
6 内部者取引規制に関する解説本を配布している

7 社内の担当者を外部研修に参加させている
8 社長の年頭挨拶、朝礼など社員が集まる場で内部者取引の防止を呼掛けている

9 役職員の自社株売買等の際の疑問に対して専門窓口を設けて答えている

10 特に行っていない

11 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問２２．問２１で社内研修（外部研修の受講も含む）を行っていると回答した場合、どれくらいの頻度で開催していますか？（複数選択可）
1 半年に１回程度
2 年に１回程度

3 ２年に１回程度

4 不定期

5 異動の都度

6 新入社員、中途採用社員等の採用の都度

7 役員就任の都度

8 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問２３．その他、内部者取引規制に関する役職員への啓発活動として、特に取り組んでいるものがあれば記載してください。

Ⅴ．その他

問２４．上場会社としての自己株式取得の実施状況について教えてください。御社は平成２０年４月～２１年３月までの間に法人として自己株式取得を実施しましたか？自己株式取得の実施の有無と、実施有の場合は利用したスキームの別をお答えください。（複数選択可）
1 信託方式を利用して自己株式取得を実施した
2 証券会社個別発注方式による立会内取引（通常の市場買付）で自己株式取得を実施した

3 証券会社個別発注方式による立会外取引（ToSTNeT、J-NET、N-NET等）を利用して自己株式取得を実施した

4 証券会社の投資一任方式を利用して自己株式取得を実施した

5 授権決議は行ったが自己株式取得を実施しなかった

6 授権決議も含めて自己株式取得は行わなかった

7 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問２５．上場会社が自己株式取得を行う際、他の未公表の重要事実が発生している中で買付けを行うと、内部者取引規制に抵触することになってしまいます。このような事故を防止するため、新たな重要事実が発生した場合の取扱いや、重要事実が伝わらないようにする等の対応が重要になりますが、御社ではどのような取組みを行っていますか？（複数選択可）
1 取締役会等で自己株式取得に係る取得枠の決議をする際に、他の未公表の重要事実がないか必ず確認している

2 取締役会等で個別の買付け条件を決定する際に、他の未公表の重要事実がないか必ず確認している

3 買付けは信託銀行や証券会社に一任し、個別の買付け状況について上場会社自身が知り得ないようにしている

4 買付けを自社で行うが、社内に情報障壁を設け、自己株式取得を行う部署とその他の部署間において情報が行き来しないようにしている

5 新たな重要事実が発生した場合には、実施中の自己株式取得を一時的に停止するようにしている

6 特別な取組みはしていない
7 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問２６．昨年１２月１２日に施行された改正金融商品取引法において、上場会社による自己株式取得等の際に内部者取引規制に違反したことを自ら発見し、当局の調査の前に自ら申告した場合には、課徴金額が減額される制度が導入されましたが、御社では、自己株式取得を実施した場合に、事後的にその適切性をどのように確認されますか？（例えば、内部監査を利用する、自己株式取得担当部署によるセルフチェックなど）

問２７．内部者取引規制においては、上場会社が役職員等に付与したストックオプションの権利行使は規制の対象となりませんが、権利行使により取得した株式の売却については通常の規制の対象となります。この場合の株式の売却について、御社ではどのような管理を行っていますか？
1 自社株売買と同様の管理手続（許可又は届出）を課している

2 ストックオプションの権利行使により取得した株式の売却は適用除外にならないことを周知して、役職員によるセルフチェックを促している

3 特に何もしていない

4 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問２８．持株会を利用した一定の買付についても内部者取引規制の適用除外に定められていますが、御社では、持株会をどの程度利用していますか？（複数選択可）
1 役員持株会を設けている

2 社員持株会を設けている

3 関連会社持株会を設けている

4 持株会を設けていない

5 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問２９．現在の御社における内部者取引に関する社内管理について、どのようにお考えですか？情報管理、売買管理それぞれについての自己評価①～④とその具体的な理由を教えてください。
【情報管理】
1 適切なのでこのままの水準を維持していきたい
2 若干管理不足な部分もあるように思われるので部分的に強化していきたい

3 不適切な部分が多数認められるので全面的に厳格化していきたい

4 過剰傾向にあるので若干緩和していきたい
（具体的理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【売買管理】

5 適切なのでこのままの水準を維持していきたい

6 若干管理不足な部分もあるように思われるので部分的に強化していきたい

7 不適切な部分が多数認められるので全面的に厳格化していきたい

8 過剰傾向にあるので若干緩和していきたい

（具体的理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問３０．内部者取引に係る社内管理に関して、現在、改善を要すると考えている問題点は何ですか？（例えば、重要事実の認識時期が遅い、運用が保守的になり過ぎる等、それらの考えられる要因を含めてお答え下さい。社内管理体制以外についてもご自由に記載ください。）

回答用紙は同封の返信用封筒で平成２１年３月２７日（金）までに御返送ください。
また、内部者取引管理規程（インサイダー取引防止規程）を定めている場合は同封いただけますよう、お願いいたします（任意）。今後、社名を伏せて事例集を策定する際の参考とさせていただきます。規定内容により注意喚起を行ったり、他の目的での利用は致しません。是非ご協力いただけますよう、何卒宜しくお願いいたします。
御協力ありがとうございました
【回答用紙返信先】
『第二回全国上場会社内部者取引管理アンケート係』行

株式会社リサーチワークス
〒101-0063 東京都千代田区神田淡路町2-21 淡路町広瀬ビル3F
　電話：03-6279-5021　　電子メール：researchworks@researchworks.co.jp
· 回答用紙の電子ファイルの利用を希望される場合は、東証自主規制法人ホームページからダウンロードしてお使いください。
（電子ファイル掲載ページ）http://www.tse.or.jp/sr/unfair/houkoku.html
· 内部者取引管理規程が返信用封筒に入らない場合は、メールにて上記返信先まで送付ください。御協力いただけますよう宜しくお願いいたします。
【全国上場会社内部者取引管理アンケート事務局（問合せ先）】

東京証券取引所自主規制法人
売買審査部 総務・企画・取引相談グループ

電話：03-3666-0431（代表）　　電子メール：COMLEC@tse.or.jp

· 本アンケートに係る調査票の回収等の事務については、適切な管理の下、「株式会社リサーチワークス」に委託しております。
· 記載いただいた個人情報については、本アンケートの回答内容についての問合せ等、本アンケート関連業務にのみ利用し、他の目的で使用いたしません。東証自主規制法人の個人情報の取扱い及びプライバシーポリシーはホームページをご覧ください。

（個人情報取扱）http://www.tse.or.jp/about/privacy/index.html
（プライバシーポリシー）http://www.tse.or.jp/about/privacy/policy.html
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